
平成２８年２月１７日

こ公益社団法人

立体駐車場工業会の取組

公益社団法人立体駐車場工業会
広報委員会

副委員長 飯塚 信雄

第２９回全国駐車場政策担当者会議 資料４



1.(公社)立体駐車場工業会の紹介
・概要
・組織
・出荷台数／方式別累計割合
・機械式駐車装置の主な種類(1/3～3/3)

2.立体駐車場工業会の今日までの取組

3.登録認証機関としての取組状況について
・審査／ 認証フロー図
・認証の現状
・認証委員会の運営状況
・経過措置期間は本年6月末まで

4.立体駐車場工業会独自の審査・証明
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本日の内容(1/2)



本日の内容(2/2)
5.既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

・機械式立体駐車場における事故発生状況
・重大事故２ケース紹介
・「機械式立体駐車場の安全対策の強化について」(平成２４年８月)
・平成24年の事故以降の安全対策(1/4～4/4)
・既設の機械式駐車装置の安全装置設置状況

・安全改修の具体例(1/3～3/3)

6.立体駐車場工業会の更なる安全性向上の取組
・「安全対策検討委員会」報告書 (国土交通省)より

・「協議の場」設定について

・機械式駐車設備の安全規格・JIS制定について

・安全啓発活動
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公益社団法人立体駐車場工業会について
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1965年設立 メーカー３９社が加盟、昨年設立５０周年を迎えた

現在３４社(正会員) (バブル期 １００社を超えた時期もある)

主な事業

・立体駐車場の整備のための指導、助言

・立体駐車場の普及のための広報、宣伝活動

・駐車場問題に関する資料の収集及び調査研究

・立体駐車設備の基準の設定及び技術指導

・立体駐車設備の安全性に関する認定審査

概要
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公益社団法人立体駐車場工業会について



機械式駐車装置の普及状況
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機械式駐車装置の主な種類(1)

・垂直循環方式
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・エレベータ方式



機械式駐車装置の主な種類(2)
• 水平循環方式
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• 平面往復方式



機械式駐車装置の主な種類(3)

・二段方式 ・多段方式
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立体駐車場工業会の今日までの取組
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１９５７年 １９６０年 １９６２年１９６３年 １９６５年 １９６８年 １９７０年 １９９２年 １９９６年２００１年 ２０１２年 ２０１３年２０１４年２０１５年 ２０１６年

昭和３２年 昭和３５年 昭和３７年 昭和３８年 昭和４０年 昭和４３年 昭和４５年 平成４年 平成８年 平成１３年 平成２４年 平成２５年 平成２６年 平成２７年 平成２８年

●二段式駐車場 （東京永田町の日枝神社）

●垂直循環方式 （東京日本橋の高島屋）

●エレベータ方式 （東京品川の東都日産モーター）

●駐車場法制定（昭和３３年施行） ●施行令第１５条の認定基準（通達） ●認定制度の改正 ●施行規則改正

●駐車場法施行令制定(昭和33年施行) ●認定制度の改正

●駐車場法施行令第１５条の規定に基づき ●工業会に対して安全性に関する ●安全性の審査を廃止 ●新大臣認定制度

　 大臣認定制度を創設 　 審査業務を委託（昭和４３年１０月廃止） 経過措置期間完了●

●「施行令第１５条の認定基準」に基づき、

   工業会に対して安全性に関する審査業務を委託

●技術委員会を設け審査開始 ●機械式駐車装置の信頼性の維持向上を

　図る観点から、独自の認定制度として装置

  の安全性・円滑性等 に関する審査を開始

●工業会創設 ●社団法人として設立 ●公益社団法人へ移行 ●設立５０周年

（任意団体、会員数２８社） ●会員数３4社

●「機械式駐車場技術基準（総合編）」を制定

●方式別基準を順次制定（1971年～1989年）

●監修（建設省都市再開発課）の表記あり

●監修の表記なし ●２０１３年版発行

●JIS制
定(予定)

●登録認証機関
としての認証審査

開始

機械式駐車場
　（初号機）

法制度等

国/工業会
認定制度

機械式駐車
場技術基準

●JIS原
案作成
開始

●２０１
５年版発

行

立体駐車場工業会は、交通難緩和の一環としての立体駐車場の整備に関する国の施策に協力するとともに、立体駐車場事業の

健全な発達を図り、もって都市機能の維持増進並びに社会福祉の増進に寄与することを目的としている。

工業会のあゆみ

冊子になったのは、1992年から。その後の改訂は、95

年、96年、98年、99年、01年、04年、08年、13年に

行われている。

工業会のあゆみ

冊子になったのは、1992年から。その後の改訂は、95

年、96年、98年、99年、01年、04年、08年、13年に

行われている。



登録認証機関としての取組について
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登録認証機関としての取組について
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○ 駐車場法施行規則に基づく登録認証機関として平成27年1月より
認証審査を開始した。

○ 認証基準に基づく認証申請は、平成28年1月末現在83件であり、
その内9件に認証証明書を交付した。
各社とも新基準対応に苦慮しているのが実情である。

機械式駐車装置　安全認証審査進捗状況
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登録認証機関としての取組について
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開催頻度：３回～４回／月 (昨年１２月は５回開催)
申請件数、資料・図面等の事前審査状況、指摘事項に対する回答状況

等により、毎月の認証委員会の開催頻度を決定している

所要時間：４時間～６時間／回

委員会の内容および所要時間

①申請者説明会 約７５分／１件

申請会社担当者３～５名が同席し、申請駐車装置について説明する

認証委員との質疑応答により、資料・図面を補足している

②認証決定会議 約６０分／１件

担当認証委員の評価及びその他委員との意見、評価により合否を決定

その他

申請前の会社説明会を２～３時間費やしている

認証委員会の運営状況



登録認証機関としての取組について
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・登録認証機関の認証基準

による審査・認証結果

・経過措置期間
平成２７年１月１日から１年６月の間に限り

旧基準での認定装置での「設置」を認める。

※設置日とは⇒装置の本体部分の設置（据付等）

に係る工事の着手日

（平成２６年１２月２５日 国都街 第８７，８８号）

・既設の駐車場については、装置の入替えの場合
は新基準を適用

経過措置期間は本年６月末まで



立体駐車場工業会独自の審査・証明
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車いす使用者対応駐車設備

電気自動車(EV)対応駐車設備

立体駐車場工業会では大臣認定とは別に、機械式駐車場技
術基準に基づき下記の駐車設備についての審査、適合証明
を行っています

利用者及び取扱者が車いす使用者である駐車設備の特別要求事項を
審査・証明します

電気自動車対応駐車設備の特別要求事項について審査・証明します



機械式立体駐車場における事故発生状況
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○ 平成１９年度以降、一般利用者等の死亡・重傷に至った事故は、少なくとも３１件発生。
○ 発生場所としては、マンション駐車場が５割強を占め、利用者が自ら操作する使用形態での事故が多い。
○ 発生状況としては、「装置内に人がいる状態で機械が作動」が約４割を占める。

平成１９年度 １（０）

平成２０年度 ５（１）

平成２１年度 ２（１）

平成２２年度 ５（１）

平成２３年度 ２（１）

平成２４年度 ８（４）

平成２５年度 ３（２）

平成２６年度 ２（１）

平成２７年度（４月～１月） ３（０）

合 計 ３１（１１）

無人確認
不足

危険源
への接近

不適切な

自動車運転
外部侵入

不適切
な操作

機械・電気の

不良、劣化
障害物 合 計

装置内に人がいる状態で機械が作動 ９ ２ １ １２ 

人の乗降・歩行時の転倒・落下  ３ １ １ １ ６ 

作動中の装置に侵入・接触 ６ １ ７ 

車両の入出庫時の衝突 ５ ５ 

装置の非常停止 １ １ 

合　　計 ９ ９ ５ ３ ３ １ １ ３１ 

※ 括弧内は死亡事故件数 死亡・重傷事故の発生状況と主な発生要因

マンション駐車場
55%

月極駐車場
19%

テナント用
10%

時間貸し駐車場
10%

来客用駐車場
3%

ホテル用
3%

N=31



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

• 業界に大きなショックを与えた事故
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事故事例① 事故事例②

※「消費者安全法第23条第1項に基づく事故等原因調査報告書 機械式立体駐車場（二段・多段方式、エレベータ方式）で発生した事故
平成26年7月18日 消費者安全調査委員会」より抜粋

利用者は、車で外出するため、子ども２人（幼児、児
童）と共に駐車装置（三段方式昇降式）の前面空地に来
た。利用者は、下段パレットに駐車してある車の出庫操
作を行った。幼児は、下段パレットが上昇している間に駐
車装置内に立ち入り、体勢を崩して転倒し、歩廊（下部）
と上昇してきた下段パレットの間に挟まれた。

利用者は、操作盤に移動し、下段パレットを停止・下降
させ、挟まれた幼児を地表に引き上げた。

その後、幼児は病院に搬送されたが、間もなく死亡が
確認された。

利用者は車の後部座席に幼児を乗せてマンション付
設の駐車装置（エレベータ方式横式（タワー型））の前面
空地に到着した。

利用者は前面空地で降車し、操作盤で入庫操作を
行って駐車装置の出入口扉を開けた。

利用者は、駐車装置のターンテーブル上のパレットに
車を駐車した後、荷物を持って運転席（右側）から降車し
た。幼児は後部左側のドアから降車した。利用者が駐車
装置の外にある操作盤で出入口扉を閉める操作を行い、
出入口扉が閉まったところで駐車装置内から幼児の声が
聞こえた。利用者は非常停止ボタンを押して駐車装置を
停止させ、マンション管理人を呼び、マンション管理人と
共に、非常扉から装置内へ入ったところ、幼児が回転し
たターンテーブルと壁に接する支柱の間に挟まれている
のを発見した。

幼児は駆け付けた消防隊員により救助されたが、現
場で医師により死亡が確認された。



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進
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既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

二段・多段方式
乗込み面は、チェーンを廃止しゲートの設置を基準化

既設の駐車場でゲート設置が困難な場合は、侵入検知セ
ンサ設置を要請した。
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平成２４年の事故以降の安全対策(1/4)



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

エレベータ方式 エレベータ方式等の乗降室タイプの駐車装置では、人感セン
サの設置を必須とする。既設駐車場についても、同様の措置
を駐車場管理者等へ要請する。

19

平成２４年の事故以降の安全対策(2/4)



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

国土交通省と連携した安全改修要請を展開したが思うように進展せず!!
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平成２４年の事故以降の安全対策(3/4)

駐車場用途

対策内容

1.前面ゲート 1 1

2.侵入検知センサ 79 79

3.チェーン掛け忘
れ　　　　防止装置

1 3 4

4.上記2.3.併用 2 2

計 0 0 1 85 86

5.人感センサ 2 1 1 4

6.その他センサ等 0

計 2 0 1 1 4

合計 2 0 2 86 90

既設駐車場　安全対策対象・施工件数(H24～25年度実績)

合計居住者用

エレベータ方式

対象物件数(施設数)

5,113

27,267

対象物件数(施設数)

二段方式(昇降・ピット式)

テナント
用

来客サー
ビス用

自家(社)
用



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

安全対策推進の困難性

二段・多段方式での管理者反応

・操作者が十分注意していれば問題
ない

・利用時以外に掛けるチェーンも使用
していないが、危険は感じない

・現場に注意喚起の掲示をしたので
安全対策は完了した!との管理組合
からの通知、認識が実態

・利用者減でピットを利用していない

・小学生以下の子供・家庭が少ない

・改修費用が捻出できない

エレベータ等大型での管理者反応

・「不安全な製品を売ったのか!」という厳
しい反論あり

・保守点検の必要性は理解するが、更
に安全増しをすることには否定的

・「人感センサ」を設置したら、『既存不適
格』ではないとの証明になるか?

・利用者さえ注意すれば、現状の安全装
置(位置センサ・入退出センサ等)でも
問題ない

・改修費用の予算が組めない

21

平成２４年の事故以降の安全対策(4/4)



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

前面ゲート(二段・多段方式)
N=237,787基

人感センサ(大型装置)
N=22,663基
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(出典:国土交通省平成２６年度調査)既設の機械式駐車装置の安全装置設置状況



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

前面ゲート設置前 前面ゲート設置後
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安全改修の具体例(二段方式) (1/3)

敷地環境上前面ゲートの設置が可能であった改修例



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進

安全改修の具体例(二段方式) (2/3)

24

二段方式(昇降・ピット)での改修
敷地条件から前面ゲートの設置が困難なため、既設
チェーンと侵入検知センサを組み合わせたケース。

上段枠：操作盤 下段枠：侵入検知センサ
写真下：侵入検知センサ受側



既設の機械式立体駐車場の安全対策の推進
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安全改修の具体例(エレベータ方式) (3/3)

庫内モニタカメラ設置例

大型での具体例?

人感センサ設置例



立体駐車場工業会の更なる安全性向上の取組
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出典：国土交通省ＨＰ



立体駐車場工業会の更なる安全性向上の取組
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(1)機会 マンション管理組合等の理事会、総会、
防災訓練等

(2)対象 設置者、製造者、保守点検事業者、
利用者に参加を呼びかける

(3)やるべきこと
（製造者、保守点検事業者が主体的に説明）

1. ガイドラインの要請内容の説明
2. 取扱説明の再徹底
3. 事故につながるリスクの説明
4. 緊急時の対処方法
5. リスク低減のための安全設備について検討

・協議

国土交通省発出「機械式駐車場の安全対策に関す
るガイドライン(改定版)平成26年10月)より抜粋 「協議の場」設定について
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安全基準のＪＩＳ規格化
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○ 機械式駐車装置の更なる安全性の向上を目的に、安全基準のＪＩＳ規格化を推進。
○ 機械類の安全性に関する国際規格（ＩＳＯ１２１００）に基づくリスクアセスメント、ＪＩＳ原案

作成、日本工業標準調査会の審議を経て、平成２８年度にＪＩＳ制定を予定。

■ＪＩＳ規格化のスケジュール
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立体駐車場工業会の更なる安全性向上の取組

　　安全講習会

　　安全ＤＶＤ（安全ガイドアニメーション）

　　安全パンフレット

安全啓発活動

機械式立体駐車の正しい利用方法と過去の

事故事例をCGアニメーションでリアルに映像

化したＤＶＤを作成し、ホームページでも閲覧

できようにしている。

特に、普段見えない機械装置の危険箇所の

「見える化」を図り、具体的な事故事例を動

画により説明し、より効果的な啓発活動がで

きるよう工夫した。

所有者、管理者が管理基準を理解し、適切な利用方法を取扱者、利用者へ確実に説明、日常管理していただく

ことが重要であることから安全パンフレット、注喚起シールを発行、技術基準改定時に内容の見直しも行っている。

機械式立体駐車場の安全確保の管理、徹底を呼び掛ける活動として、駐車場の所有者、管理者、駐

車装置の操作者の方への管理上および取扱い上の注意事項をまとめた安全講習会を行っている。

主催：公益社団法人 立体駐車場工業会

後援：消費者庁・国土交通省・一般社団法人全日本駐車協会

第１回は、２００８年（平成２０年）５月１８日に東京で開催し、以降、大阪、名古屋、横浜、札幌、京都、広島、神戸、仙

台、福岡などの都市で開催し、現在２０回を超え、延べ1,000名以上の方が受講。


